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本日お話すること
第１　中小企業にとっての働き方改革
　１　昨今の働き方改革の流れ
　２　中小企業での実現の困難性
　３　働き方改革に向けてのコンサルタントの役割

第２　リスク事例
１　パワハラ
２　不当解雇
３　未払残業代
４　その他

第３　成功事例
第４　さいごに
第１　中小企業にとっての働き方改革
　１　昨今の働き方改革の流れ
　　　「働き方改革」（首相官邸ＨＰから引用）
・一億総活躍社会実現に向けた最大のチャレンジ。多様な働き方を可能とするとともに、中間層の厚みを増しつつ、格差の固定化を回避し、成長と分配の好循環を実現するため、働く人の立場・視点で取り組む
・働く人の視点に立って，労働制度の抜本的改革を行い，企業文化や風土も含めて変えようとするもの
・労働生産性を改善するための最良の手段。生産性向上の成果を働く人に分配することで，賃金の上昇，需要の拡大を通じた成長を図る「成長と分配の好循環が構築される」
（http://www.kantei.go.jp/jp/headline/ichiokusoukatsuyaku/hatarakikata.html）
　２　中小企業にとっての実現の困難性
　　●質問中小企業では，具体的に何を実施する？
　３　働き方改革に向けてのコンサルタントの役割
第２　リスク事例
　１　現状の把握
　　　厚生労働省に寄せられる相談
　　　年間（　　　）万件の相談が寄せられる
　　　相談数の多いテーマ

　　　　１位　→　（　　　　　　）
　　　　２位　→　（　　　　　　）
２　パワハラ
　　　　モデル事例：さいたま地裁平成１６年９月２４日判決
加害者の先輩看護師は（　　　　）万円の損害賠償
勤務先の病院は（　　　）万円の損害賠償
　　　
　　　　●パワハラを放置するリスク

	①従業員の（　　　　　　）が落ちる
（「人」という経営資源の毀損）
②（　　）してしまう可能性がある
（社会保険料は払わなければならない）
③（　　）になってしまう可能性がある
④会社が（　　　　　　　）する義務を怠ったという理由で、
会社が損害賠償を支払わなければならなくなる可能性がある
⑤パワハラの事実が外部に漏れると会社の評判が下がる可能性がある


　　　●考え方・方針→
　　　●対策
　　　　　①（　　　　　　　　　　）を整備する
　　　　　②パワハラは就業規則上，（　　　　　　）の対象となることを明記する。

　　　　　③（　　　　　　　　）を設置する
　　　　　④パワハラが発生した場合の（　　　　　　　　）を決めておく
　　　　　⑤（　　　　　　　　）を実施して上記①から③を周知しておく

　　　　　⑥発生してしまったパワハラには適切に対処し，再発防止策を講じる　
　　

　３　不当解雇
　　　●典型例→紙芝居
　　　●不当解雇問題のリスクが大きい理由
　　　●解雇予告手当金の誤解

　　　　　３０日分の給料を払えば解雇できる？？？⇒（　　　　）
　　
●不当解雇問題の対策
①解雇は（　　　）がとても高いことを知る
　　　　　②解雇に値する（　　　　）を集める。証言だけでは弱い。
　　　　　③必要な（　　　）を踏む　　
　４　未払残業代
　　　●典型例　→　紙芝居
　　
　　　●リスク　
①金額が高額になる可能性
　　　　　②利息が（　　　）％もしくは（　　　）％
　　　　　③残業代金額と同額の付加金というペナルティの支払いの可能性
　　　●対策
　　①（　　　　　　　）を把握
　　　　　②（　　　　　　　）が適用できないか調べる
　　　　　③（　　　　　　　　　　　　　　　　）を試してみる
　　　　　パソコン強制シャットダウン時刻，
ノー残業デーのノウハウを通常日に活かす，
　　　　　残業許可制，明示の残業禁止命令，多能工制，複数担当制，
　　　　　マニュアル作り，ジョブローテーション，
コンサルティング手法（ECRS・３S・５S・QCサークル）
　５　その他
	①就業規則で残業代はつかないと明記しておけばよい？
→残業代は法律で強制されるため，
就業規則で明記しても払わないわけにはいきません。
②部長には残業代は払わなくてよい？
→部長などの役職名で決まるのではなく、「管理監督者」という法律が認めた一定の立場の者であるという条件が必要で、なかなか認められません。また、深夜時間の割増賃金は、管理監督者でも払わなければなりません。
③残業代を固定額で支払ってよい？
→ケースによっては無効になる可能性があります
（実際、裁判で無効とされているケースは多いです。）。
④従業員が勝手にサービス残業をしているので、残業代はつかない？
→会社も黙認していた等の理由で、
残業代を払わなければならない可能性があります。
⑤年俸制なので残業代は払わなくてよい？
→年俸制というのは給与を年間の金額で定めているに過ぎませんので、
残業代はつかないという約束をしても無効です。
⑥試用期間中の本採用拒否は簡単にできる？
→実際にはハードルが高いです。
⑦アルバイトには有給はない？
→アルバイトでも有給はあります。
⑧解雇予告手当金（平均賃金３０日分）を支払えば解雇できる？
→できません。別途、解雇をするしっかりとした理由がなければなりません。
　不当解雇をしてしまった場合の会社のリスクは甚大です。
⑨従業員が過労で倒れた場合，どのようなリスクがある？
→ケースにもよりますが，事業主は，従業員の安全に配慮する義務がありますので，この義務に違反したという理由で，損害賠償を請求されるリスクがあります。
　さらに，これが労災になる可能性や，別途，未払いの残業代があれば，それも，請求されるリスクがあります。




第３　成功事例
　●モデル事例：社会福祉法人寿栄会様（老人福祉介護事業）の取組
　●その他の事例⇒別紙
　　フリーディスカッション　　
　　テーマ：「経営者のモチベーションをアップさせるアイデア」について
　　①２人ないし３人でディスカッション
　　②全体でディスカッション
　
　　
第４　さいごに
　１　コンサルタントの強み（弁護士の弱点）
　２　経営者への影響力を高める
　　　　⇒（　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　３　（　　　　　　　　　　　　　　）
　　　　⇒さらに良い情報に巡りあえる
	所属
　東京弁護士会：労働法制特別委員会
　東京都中小企業診断士協会：労務管理研究会・人財開発研究会
〒１０２－００８３　東京都千代田区麹町２－１０－３－３階
ＴＥＬ　０３－４４０５－６３２１（直通）　ＦＡＸ　０３－５２１３－４５６９（直通）
青葉法律事務所
　弁護士　中小企業診断士　　　　藤　　堂　　武　　久
　         todo@aoba-law-office.net
　　　　　　　　公式ホームページ　http://todotakehisa.sub.jp
　　　　　　　　ブログ「資金繰強化経営」　https://todotakehisa.themedia.jp/
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